
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。

個 別 計 画

ソフト事業（任意）

本多　修司 内線

会計 一般

10

備　考

教育用パソコ
ン等リース

0.15

事業内容

教育用パソコ
ン等リース

事業内容
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教育用パソコ
ン等リース
0
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事業内容
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0.20
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3,865

職 員 人 数 （ 人 ）

そ の 他

8,404一 般 財 源

全　体　計　画

3,865 18,147

26年度25年度

成
果
指
標

70.0

年 度

① 事 業 費 ( 千 円 ）

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

8,404

27年度

事　業　期　間 平成 9 年度 平成

人/台

根拠法令、要綱等

％ 636.6%

25年度

70.0

3.6

6.8

H25の増加は、
XPサポート終了
による校務用パソ
コンの入替のた
め。

国・県補助事業に
係る本市単独施策

030000

対　象　（者）
誰（何）に対して事業を
行うか

実　施　方　法

意　図
対象をどのような状態
にしたいか

261

27年度 28年度

41

平成 年度事務事業評価表（一般事業・継続）28

100.0%

中学校学習指導要領

備　考

市内の中学校６校の生徒及び教職員

26年度

教育費

年度

事　業　概　要
意図を達成するために
実施することは何か

重 点 事 業

款

小学校教育用コンピュータ活用事業

「技術・家庭」の技術分野において「情報とコンピュータ」が必修化されており、情報教育の中心となる情報活用能
力の基礎が身につくようにする。他の教科においても、教師の授業技術としてコンピュータ活用を明確に位置づけ
ることで生徒の学力向上につなげる。

小学校費

学校管理費1

2

施 策

関 連 施 策

項

事 業 類 型

小・中学校教育の充実

4

担当者名

中学校教育用コンピュータ活用事業

部局名

教育用コンピュータが最適な状態で使用できるよう配置・整備するとともに、必要な授業用ソフトを導入する。

目

事業コード

374

教育委員会

課 名

課 長 名

事務事業名

基 本 目 標

政 策 365丹野　平三

作成日

内線豊かな学力と生きる力を育む教育の充実

人を育むまち

010202

嘱 託 等 人 数 （ 人 ）

指 標 名 （ 上 段 ： 名 称 / 下 段 ： 算 定 式 等 ）

生徒のICT活用を指導できる教職員の割合

指導できる教職員数/総教職員数

①

達成度

②

パソコンの整備台数

パソコンの設置台数

生徒数/設置台数

実績値

計画値

513
No.

平成

学校教育課

41

100.0%

8241

フルコスト（①＋②千円）

活
動
指
標

時間外勤務（時間）

地 方 債

授業中にICTを活用して指導できる教職員の
割合

指導できる教職員数/総教職員数

①

②

② 人 件 費 （ 千 円 ）

51.2

計画値

4.7

達成度 130.6%％

70.0

188.9%

3.6

68.9

189.2%

70.0

％

達成度 ％

％
70.0

実績値

73.1% 73.1%

41

3.6

計画値

51.2

70.0

70.0

6.8実績値

41

達成度 ％ 80.4%

70

98.4%

56.3 58.6

実績値

計画値

H26の低下は
windowsXP等使
用不能なパソコン
を廃棄したため。

台

単位

3.6

直営

No.1



＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

該当なし

学習指導要領で定められているため、設置者が整備する必要がある。

該当なし

低い 該当なし

学習指導要領の総則及び学習指導要領解説総則編において、教師がコンピュータの適切な活用を図ることについて記述され
ている。

低い

該当なし

コンピュータ等の更新にかかる経費等

高い やや高い 低い

低い

高い やや高い

コンピュータの整備状況は良好である。使用する教師の指導技術の向上を図りたい。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

情報社会の進展などの社会の変化を踏まえた特色ある教育活動である。

やや低い

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

削減の余地あり 該当なし

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

教師がコンピュータを使用するにあたり、その技能の向上を図るため、研修の機会を設ける。また、生徒
がコンピュータに触れる機会を増やす。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

生徒の学習意欲が高まり、学力の向上につながる。

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

国の緊急経済対策の一環としてパソコン教室用のパソコンの更新、校内ＬＡＮの整備、校務用パソコン
の整備を行った。各校のパソコンにはリースの期限があり、今後も計画的な整備を進めたい。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

有
効
性

事業が抱える問題・課題等

【コスト】

【負担割合】

必要最小限の予算である。

見直しの余地なし

削減の余地なし

高い やや高い

対象外

【必要性】

２
次
評
価

担当者意見のとおり

No.2


